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試験研究用原子炉施設等における廃止試験研究用原子炉施設等における廃止
に伴う措置に関する省令改正の概要にに伴う措置に関する省令改正の概要に
ついてついて
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試験研究用原子炉施設等における廃止に伴う試験研究用原子炉施設等における廃止に伴う
措置に関する省令改正の概要について（１）措置に関する省令改正の概要について（１）

今後の安全規制の概要

原子炉施設については、
原子炉ごとに適用。
使用施設については、
事業所全体の廃止に
適用。

原子炉施設については、
原子炉ごとに適用。
使用施設については、
事業所全体の廃止に
適用。

解体の方法・工程
廃棄物の取扱い
施設の維持管理
安全評価等

解体の方法・工程
廃棄物の取扱い
施設の維持管理
安全評価等

廃止措置
計 画

廃止措置
計 画

認 可認 可

技 術 上の基 準

に適合すること

技 術 上の基 準

に適合すること

廃止措置規制廃止措置規制

廃止措置
完 了

廃止措置
完 了

廃止措置
履 行

廃止措置
履 行

確 認確 認

技 術 上の基 準

に適合すること

技 術 上の基 準

に適合すること

廃止措置義務
（核燃料物質の譲渡、除染、廃棄等）

廃止措置義務
（核燃料物質の譲渡、除染、廃棄等）

廃止措置の進捗
に応じた合理的な規制

申申
請請

申申
請請

許可の
失 効

許可の
失 効

原子炉等規制法改正法令
ＵＲＬ：http://www.nucmext.jp/genshiro_anzenkisei/genshirokisei01.html
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試験研究用原子炉施設等における廃止に伴う試験研究用原子炉施設等における廃止に伴う
措置に関する省令改正の概要について（２）措置に関する省令改正の概要について（２）

廃止措置にあたっての安全規制

◆廃止措置計画の申請
次の事項を記載事項として規定

①解体する施設及びその解体方法
②核燃料物質の譲り渡しの方法
③核燃料物質による汚染の除去の方法
④核燃料物質によって汚染された物の廃棄の方法

また、次の書類を添付することを規定
⑤廃止措置期間中に機能を維持すべき設備、性能及びその性能を維持すべき期間に関する

書類
⑥核燃料物質等による放射線被ばく管理に関する書類
⑦廃止措置の工事上の過失等があった場合に発生すると想定される事故の種類及び程度等

に関する書類
※なお、⑥、⑦については、原子炉設置者及び核燃料物質使用者のうち政令第４１条（旧政令第１６条の２）に掲げる

核燃料物質を使用していた場合に限り添付。

◆廃止措置計画認可基準
廃止措置が核燃料物質、核燃料物質によって汚染された物又は原子炉（使用施設）による
災害の防止上支障がないものであること。
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試験研究用原子炉施設等における廃止に伴う試験研究用原子炉施設等における廃止に伴う
措置に関する省令改正の概要について（３）措置に関する省令改正の概要について（３）

廃止措置期間中の安全規制

◆施設定期検査

廃止措置の段階に応じて規制すべき事項が変わる。
廃止措置の進捗に対応した合理的な安全規制とする。

廃止措置計画の認可後は、施設定期検査は不要
→改正法において廃止措置の計画の認可後は、省令で定める場合に限り、施設定期検査が必要としている。

廃止措置移行後は、災害の蓋然性が大きく下がることから、今回の省令改正では、この場合を規定していない。

◆保安検査
廃止措置計画の認可後は、廃止措置の実施状況に応じ、毎年４回以内実施
→廃止措置の進捗に応じ施設の状況等、これを勘案した頻度で検査を実施。

◆原子炉主任技術者
廃止措置計画の認可後は、原子炉主任技術者の選任は不要
→法律上、原子炉の運転に関して保安の監督を行わせるために選任の義務を課している。

廃止措置計画の認可後は、原子炉の運転は行われず、選任の義務はなくなる。法律の解釈を内規等により規定。
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試験研究用原子炉施設等における廃止に伴う試験研究用原子炉施設等における廃止に伴う
措置に関する省令改正の概要について（４）措置に関する省令改正の概要について（４）

廃止措置完了後の安全規制

◆廃止措置の終了確認の申請

次の事項を記載事項として規定
①施設の解体の結果
②核燃料物質の譲渡しの結果
③核燃料物質による汚染除去の結果
④核燃料物質によって汚染された物の廃棄の結果

◆廃止措置の終了確認の基準
次の事項を確認の基準として規定

①核燃料物質が譲渡されていること
②残存する施設及び土地が放射線による障害の防止のための措置を必要としないこと
③核燃料物質によって汚染された物が廃棄されていること
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試験研究用原子炉施設等における廃止に伴う試験研究用原子炉施設等における廃止に伴う
措置に関する省令改正の概要について（５）措置に関する省令改正の概要について（５）

解体中の試験研究用原子炉施設の手続き

現在８基の試験研究用原子炉施設が、これまでの制度（解体届）に基づき解体を実
施している。

◆廃止措置計画の認可
新法の施行後６月間に廃止措置計画を定め認可申請ができる。
→６月間に申請をすれば、認可又は認可をしない旨の通知を受けるまで、現行の解体届が有効。

○解体中の試験研究用原子炉施設

H.16. 1100kW武蔵工業大学炉武蔵工業大学8
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H.14. 11kWDCA日本原子力研究開発機構6
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H.12. 310WVHTRC日本原子力研究開発機構4

H. 9. 510MWJRR-2日本原子力研究開発機構3

H. 4. 8.36MWむつ日本原子力研究開発機構2

S.50. 6100kWHTR日立製作所㈱1

解体届届出日熱出力名称原子炉設置者名No


